
　　　

　　　 　

    

    

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

 

１．財政健全化判断比率とは？

２．宇陀市の各会計と指標の対象範囲

　

　　

一部事務組合（宇陀広域消防組合・
宇陀衛生組合・東宇陀環境衛生組合な

ど）

広域連合（桜井宇陀広域連合など）

宇陀市土地開発公社

健全化判断比率等の対象となる宇陀市の会計

【財政健全化法の４＋１指標】

将
来
負
担
比
率

※各公営企業会計
ごとに算定

うち公営
企業会計

４公営企業(上水
道・市立病院・
さんとぴあ・美
榛苑)と簡易水
道・下水道・榛
原特定土地区画
の３準公営企業
の計７特別会計
を指します。

宇陀市の平成２１年度の財政健全化判断比率についてお知らせします。

　

（法律と制度の詳しい内容は、後述「６．法律の概要」をご覧ください。）

平成２２年９月９日
宇陀市財務部財政課

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政健全化判断比率を用いて

　財政健全化判断比率とは、各地方公共団体が住民に向けて財政状況を公表するために設

定された全国統一の指標で、本日開会された宇陀市議会への報告も同法で義務付けられて

特別会計

おり、指標の内容によっては財政上の制約や健全化計画を策定、実行する必要があります

宇陀市の財政状況を市民の皆様にお知らせします。

(宇陀市には、１５事
業の特別会計があり
ます。) 公営事業会計

実
質
公
債
費
比
率

(上記を除く１１
会計で、左欄の
７会計と国民健
康保険・老人保
健・介護保険・
後期高齢者医療
の４事業会計を
指します）

公
営
企
業
の 資

金
不
足
比
率

普通会計
(一般会計＋住
宅三資金会計＋
霊苑会計＋歯科
診療所＋土地取
得会計）の５会
計を通算したも
のを指します。 連

結
実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

宇陀市一般会計
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３．平成２１年度決算に基づく宇陀市の財政健全化判断比率の結果

　各指標の「早期健全化基準」「財政再生基準」については、いずれの数値についても、
より小さい方が財政的に良好であると言えます。当然ながら「実質赤字比率」「連結実質
赤字比率」については「▲(赤字）」よりも「黒字」が最良であり、公営企業については
「資金不足」が生じていないことが最良です。

　【この指標の見方】

資金不足
比率

３

―　

―　

なし

同左

５

下水道事業

保養センター事業

宇陀市の場合、「一般会計」「住宅新築資金等特別会計」「霊苑事業特別会計」
「歯科診療所特別会計」「土地取得特別会計」の５会計を通算したもの。

―　

―　

―　

標準財政規模＝

№

連結実質
赤字比率

普通会計＝

公営企業（公営企業とみなす特別会計を含む）

２
標準財政規模

　

地方自治体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模
を示すもの。（標準税収入＋各譲与税＋普通交付税＋臨時財政対策債）

1
実質

赤字比率

350％

実質公債費
比率

普通会計の公債費（元利償還
費）＋特別会計・公営企業・一
部事務組合へ繰り出す公債費

標準財政規模

のＨ18～Ｈ20の3ヵ年平均

指標

▲17.99％

▲11．25　～
▲15.00％

宇陀市に
適用される

基準

国の
基準範囲

指標の概要

早期健全化基準（イエローカード）

普通会計の実質収支赤字額

標準財政規模
▲12.99％

普通会計が負担すべき将来の債
務（全会計・一部事務組合の負
担義務のある残債、土地開発公
社の債務保証、負担義務のある

職員の退職金など）

標準財政規模

25.0％

全会計の実質収支赤字額

４
将来負担

比率

同左 21.3％

＋10.20％
（黒字）

▲16．25％
～▲20.00％

介護老人保健施設

市立病院事業

公営企業等
の内部留保
資金（流動
資産）の不
足額

÷
公営企業の
営業の規模

▲20.0％

▲30.0％

なし

35.0％

227.8％

＋2.46％
（黒字）

―　

▲　291.2％

財政再生基
準(レッド
カード）

宇陀市の
Ｈ２１決算
の数値

同左

榛原特定土地区画

簡易水道事業

▲20.0％

上水道事業



　  

　

　　　

　　　

＝
　

　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　

　 　

Ｈ19＝20.50694％

Ｈ20＝22.26560％ ⇒
Ｈ21＝21.20125％

＋

＝

＝ ＝(1)実質赤字比率

４．宇陀市の財政健全化判断比率の積算根拠となったＨ２１決算数値

土地取得事業会計  ＋2千円

＋

公債費充当
一般財源
4,074,045

千円

＋

普通交付税において地
方債の元利償還に要す
る経費として基準財政
需要額に算入される額

2,695,773千円

2,089,724千円
＝

実質
公債費比率

3ヵ年平均

21.3％

＝

簡易水道会計　＋2,614千円
下水道会計　　＋5,282千円
榛原土地区画　＋12,866千円

一般会計　＋638,680千円

住宅資金会計▲384,315千円

霊苑会計　＋41,257千円

9,856,607千円（分母は上段のまま）

その他公債費
に準ずる債務

負担行為
51,425千円

一時借入金利
子　62千円

一部事務組合
等の起こした
地方債に充て
た補助金又は

負担金
67,615千円

(3) ＝

21.20125％
（Ｈ21）

－

標準財政規模
12,552,380千円

普通交付税において地方債の元利償還
に要する経費として基準財政需要額に

算入される額　2,695,773千円
－

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還に充てた繰出
金592,350千円

（実質収支）

(2)

＋ ＋
普通会計
＋309,993

千円

連結
実質赤字比率

国保会計
介護会計
老健会計

後期高齢者会計
＋80,340千円

標準財政規模 （＋2.46％）12,552,380千円

＝

５会計の合計
＋309,993千円

（実質収支）

12,552,380千円（標準財政規模）

＋
さんとぴあ　＋528,591千円

上水道　　　＋629,637千円

美榛苑　　▲1,232,530千円

市立病院　　＋943,769千円

（分母は上段のまま）

普通会計の
実質収支赤字額

（準公営企業の収支）
＋20,762千円

12,552,380千円

1,280,562千円
＝

　歯科診寮所　＋14,369千円

（公営企業の資金不足・剰余額）
＋869,467千円

（＋10.20％）



　

　

　
　　　

　

（分母は上段のまま）

　　(5)

％

％

％

％

％

％

％

227.8％
9,856,607千円

基準財政需要
額算入見込額
23,908,093

千円

－

（Ｄ）欄の「解消可能資金不足額」
は、資金不足（又は赤字収支）でな
い場合は算出しません。

※３

※２

榛原特定土地区画・簡易水道・下水
道の３会計については、（Ｂ）欄の
「流動資産」を「歳入」と、（Ｃ）
欄の「流動負債」を「歳出」と読み
替えます。

※１
「資金不足比率」欄の「（＋）％」
という表示は、資金不足が生じてい
ないことを表しています。

流動資産（Ｂ）

195,493 0

218,195

流動負債（Ｃ）

0

824,008

26,800

充当できる
基金

1,348,260
千円

－

債務負担行為に
基づく支出予定
額231,795千円

－

職員の退職手
当負担見込額
5,716,210

千円

＋

一部事務組合
等への負担
見込み額

100,804千円

1,262,418

＋

公営企業の資金不足比率

12,866榛原特定土地区画

簡易水道事業

下水道事業

保養センター事業

259,060

821,394

1,116,968

（分母は上段のまま）

土地開発公
社の負債負
担見込み額
192,521
千円

－＋

＝
22,454,929千円

＝

1,111,686

充当できる
特定の歳入
581,595
千円

普通交付税において地方債の元利償還
に要する経費として基準財政需要額に

算入される額　2,695,773千円

＋

公営企業債等
の繰り出し
見込み額
7,929,726

千円

(4) 将来負担比率 ＝
標準財政規模

12,552,380千円

普通会計の
地方債残高
34,121,821

千円

＋

介護老人保健施設

上水道事業

423,131

3,249,457

473,187

0

0

解消可能資金
不足額（Ｄ）

0

1,477,525

下水道事業

保養センター事業

0

（Ｂ）－（Ｃ）＋（Ｄ）

（Ａ）

(＋）0.9

(＋）2.0

榛原特定土地区画

簡易水道事業

280,849

375,644

上水道事業

▲　291.2

(＋）29.0

(＋）111.7

市立病院事業

介護老人保健施設

(＋）167.6

市立病院事業

資金不足比率

547,761

825,130

営業の規模（Ａ）

0 0

0

318,649

19,170



　

　　

　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　　

　　

　　

　(1)平成２１年度決算数値に基づく宇陀市の財政健全化比率の結果は次の通りです。

　　①実質赤字比率＝黒字でした。（黒字額は対前年度比１．47％上昇しました）

　　②連結実質赤字比率＝黒字でした。（黒字額は対前年度比２．48％上昇しました）

　　③実質公債費比率＝健全化基準をクリアしました。（対前年度比０．20％改善しました。）

①財政健全化計画

　　財政健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画

　　財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに住民に公表するとともに、総務大臣

②財政健全化計画の策定手続等

　　　イ．保養センター事業(美榛苑）会計については、平成２０年度の資金不足比率▲275.1％か

④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財政規模に

(1)健全化判断比率の公表

(2)財政の早期健全化

　　財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難であると認められる

　を定めなければならない。

　　　　　ら16.1ポイント悪化しました。同事業会計については、平成２１年度中に監査法人によ

　　④将来負担比率＝健全化基準をクリアしました。（対前年度比２１．80％改善しました）

　対する比率）

し、住民に公表しなければならない。

①実質赤字比率

 

５．宇陀市の財政健全化比率の結果

　

③国等の勧告など

６．地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要(抜粋）

　　　　　います。

　　　ロ．保養センター事業会計を除く６公営事業会計については、資金不足は生じていません。

　・都道府県知事へ報告する。

又、毎年度、計画の実施状況を議会に報告し、住民に公表する。

　地方公共団体は、毎年度、次の健全化判断比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告

②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率）

③実質公債費比率

　　　　　２１度の収支黒字額12,865千円を基金に移管し、同年度末で同会計を廃止しました。

　　　　　なお、榛原特定土地区画事業会計については、保留地処分が完了したことに伴い、平成

　　⑤公営企業等(７会計）の資金不足比率

　　　　　る個別外部監査を受け、この報告をもとに経営健全化計画を策定し、計画にかかる市議

　　　　　会の議決をいただきました。これに基づき平成２２年度から経営健全化の推進に努めて



　　

　

　　

　　

　　

　　

　　

　　　

　　　

　　　

　　　 　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　

　　

　　

　　

　　

　

　　

　　

査に付した上で議会に報告し、公表する。

　これが経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければならない。

　　臣は、予算の変更等必要な措置を勧告することができる。

　ロ．再生振替特例債の資金に対する配慮等、財政再生計画の円滑な実施について、国及び他

　　の地方公共団体は適切な配慮を行う。

(4)公営企業の経営の健全化

　である地方債（再生振替特例債）を起こすことができる。

⑤国の勧告、配慮等

  イ．財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、総務大

　公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を監査委員の審

イ．財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに住民に公表する。

　

(5)外部監査

ロ．財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めること。

ハ．財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状況

③地方債の起債の制限

    財政再生計画に同意を得た財政再生団体は、収支不足額を振り替えるため、地方財政法第

　５条の規定にかかわらず、総務大臣の許可を受けて、償還年限が財政再生計画の計画期間内

　　財政再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準以上である地方公共団体は、財政再生

　計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き地方債の起債がで

　きない。

(3)財政の再生

①財政健全化計画

　　財政健全化判断比率のうちの実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率（以下「

　財政再生判断比率」という。）が財政再生基準以上の場合には、財政再生計画を定めなけれ

　ばならない。

②財政健全化計画の策定手続、国の同意等

以　上

場合等には、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければならない。

　

を議会に報告し、公表する。

　地方公共団体の長は、財政健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上となった

④地方財政法第５条（地方債の制限）の特例

　又、(2)の②、③の規定、及び(5)の規定を準用する。

　認められるときは、総務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告を行う。


